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SCGEモデルに代表される多地域経済モデルの構築には，地域間産業連関表形式の基準均衡データが必要で
ある．しかし，公表されているわが国地域間産業連関表の地域分割単位は，過去のものでも最大で 9地域であ
り，現在は作成が中止されている．したがって，詳細な地域区分の分析のためには限られた公表データから独自
に基準均衡データを推定する必要がある．このような基準均衡データ作成の手法は，これまでも数多く提案さ
れているが，正確な実データの入手が困難な地域別最終需要の推定は確立していない．そこで本研究は，日本
全国を 199地域に分割した地域分割の設定の下で，複数の地域別最終需要推定手法を適用して基準均衡データ
を作成するとともに，それらを用いた仮想的交通整備政策シナリオ分析を行い，推定結果の特性差を比較した．
分析結果は，得られる基準均衡データに差はもたらすものの，それらの差に対して政策効果分析結果は頑健な
特性を示し，政策評価に及ぼす影響は微小であることが示唆された．

Key Words: multi-regional Input-Output table, benchmark equilibrium, spatial computable general equi-
librium model, regional final demand

1. はじめに

SCGE（空間的応用一般均衡）モデルに代表される多

地域経済モデルの構築には，図–1のような地域間産業

連関表形式の基準均衡データが必要である．しかし，公

表されているわが国地域間産業連関表の地域分割単位

は最大で 9地域であり，かつ現在は作成が中止されて

いる．したがって，詳細な地域区分の分析のためには

限られた公表データから独自に基準均衡データを推定

する必要がある．このような実際の地域間交易データ

が存在しない地域分割数に対応した基準均衡データ作

成の手法は，ad-hocに数多く利用されているが，広く

合意された代表的手法は確立しておらず，データ推定

方法の違いによる基準均衡データの特性についてはこ

れまで検討されていない．特に，地域家計の可処分所

得や最終需要額は，効用関数の水準に直結する値であ

り，帰着便益評価の観点からは，政策効果分析の結果

を左右しうるものである．したがって，この推定値の

特性は慎重に検討すべき課題である．

このことは，多地域経済分析に特有の問題であるの

で，その本質をここで説明したい．図–1の形式におい

て，各地域の家計（政府部門は捨象する）が生産活動の

要素所得として受け取る額の地域集計値は，付加価値

額 VAの行のうち，当該地域の全産業部門の合計額で

ある．一方，同地域の家計が最終需要のために支出す

る額，すなわち可処分所得の集計値は，最終需要 Fの

列の行方向集計値である．他地域との経済取引が存在

しない閉鎖経済であればこれらの値は一致するが，多

地域経済システムを明示的に扱う場合，一般的にこれ

らは一致しない．産業連関表を含む公的な経済統計指

標は，国民経済計算（SNA）体系に準拠して構築され

ているが，その最も基本的なルールとして三面等価の

原則がある．

三面等価とは，国内総生産（GDP）は，生産（付加

価値），所得分配，支出それぞれの視点から定義するこ

とができ，いずれの定義に基づいて評価しても全て同

じ値となることを意味する．これは，県民経済計算に

おいても成立し，市町村などのより小さな規模の自治

体に対しても，同じ定義が適用できる．本研究の主題

を踏まえ，この定義を簡潔に示すと，

付加価値 =域内最終需要+移輸出−移輸入 (1)

という関係が成立する．つまり，国内地域間交易や国

外貿易が存在する場合，移輸出額と移輸入額が完全に

一致するという特殊な状況でなければ，必ず付加価値

（要素所得＋純間接税）と域内最終需要額に差が生じる．

基準均衡データにおいて，全ての地域についてこの関

係が成立していなければ，いずれかの地域の所得支出
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図–1 地域間産業連関表のひな形（3地域の例）

収支に矛盾が生じ，ワルラス法則を満たす厳密な一般

均衡モデルと整合しなくなる．多地域経済システムの

一般均衡モデルと整合するよう図–1の形式の基準均衡

データを構築するには，上記の三面等価原則を満たし

つつ，利用可能な経済統計データを接合させる工夫が

必要となる．

これまで，わが国の多地域経済システムを対象に，地

域間産業連関表よりも細分化された地域集計単位で構

築された SCGEモデルが数多く構築されてきた．そう

した研究報告の中で，モデリングの定式化は詳細に説

明されているものの，基準均衡データがどのように作

成されたかが詳細に示されておらずブラックボックス

化1している例 1)2)3)が多い．小池ら 4)は，労働所得と

資本所得の地域間移転マトリクスを作成することによ

り，地域収支を満たす基準均衡データを推計する方法

を提案しているが，定式化がなく文章のみの説明であ

ること，輸出入や国際収支の処理方法が不明であるた

め，厳密な追認が難しい．

一方，小池・伊原 5)は，詳細地域間産業連関表の推定

自体を目的としており，地域間所得移転の推定に焦点

をおいた方法論を提案している．小池・伊原 5) は，地

域別産業別付加価値額のデータを基本として，基準均

衡データを表現する多地域一般均衡（SCGE）を利用し

内生的に中間投入および総産出を算出することで，財

の総需要と総産出の差を最小化するよう地域別最終需

要額を推定している．この方法は，元の産業連関表の持

つ投入産出構造に関する情報を保持しながら詳細地域

でのデータを推計できるというメリットを持つが，回

帰分析であるため必然的に残差が生じるため，ワルラ

1 データ作成方法の是非や妥当性の問題ではなく，読者がデータ
構築過程を追認するための十分な情報がないという意味である．

ス法則を厳密に満たすことはできず，“近似的”な基準

均衡状態が推計される．

小池・伊原 5) の手法は，地域産業連関表から得られ

る情報を真値として尊重し，それ以外のデータを用い

ることによる歪みを排した発想と言える．Ishikura and

Yokoyama6)では，実データが得られる県産業連関表の

最終需要額を市町村人口で按分することにより市町村

別可処分所得を推定し，対象経済システム域外（ROW:

rest of the world）との収支をバッファとすることで，

ワルラス法則を満たす基準均衡データを作成している．

Ishikura and Yokoyama6) の方法は，対 ROW収支に

制約を設けないため，小池・伊原 5) と対照的に地域産

業連関表の最終需要項目を上書きするような処理が生

じる可能性もあるが，SCGEモデルの基準均衡データ

としての特性を鑑みてワルラス法則の遵守を最も重視

したものである．わが国において，市町村単位のよう

な詳細に分割された地域集計単位では，産業活動に関

するデータは比較的充実しているが，家計の消費など

最終需要の地域別集計値を得ることが困難である．し

たがって，地域の付加価値を与件として，最終需要額

（可処分所得）を推計する方法が基本的な方向性と考え

られ，上記の 2手法もこれに沿った方法論である．

しかし，詳細地域間産業連関表には真値のデータが

存在しないため，再現精度を指標として推定手法の優

劣を比較することができない．そこで本研究は，異なる

基準均衡データ推定概念によって作成された詳細地域

別最終需要推定値の特性を比較し，それぞれの推定手

法の性格を考察する．具体的には，全国幹線旅客純流

動調査の 207生活圏を基礎とする地域分類の多地域経

済システムにおける SCGEモデル基準均衡データ作成

を念頭におき，正確な推定手法が公開されている小池・

2

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集



伊原 5)および Ishikura and Yokoyama6)それぞれの手

法で推計した基準均衡の最終需要額を比較する．さら

に，これらの基準均衡データに対して，同一モデルにお

いて同一の政策シナリオを適用した際の政策効果を比

較することで，評価結果への影響についても考察する．

2. 小池・伊原 5)の手法の概要

小池・伊原 5) は，詳細地域で入手可能なデータとし

て，産業別の付加価値，上位レベルで集計された地域

（例えば，“市”に対する “県”）の産業連関表における

投入係数および最終需要の財別シェア，地域間交易係数

を想定し，詳細地域間の所得移転を推定している．つ

まり，適用予定の多地域経済モデルの理論体系を利用

し，既知の値から詳細地域間産業連関表の未知変数を

埋めるように推計がなされる．具体的には，県民経済

計算等から得られる地域 s産業 iの付加価値 V i
s，地域

sが含まれる都道府県の産業連関表より得られる産業 j

の財 iに関する投入係数 aijs ，付加価値係数 a0js および

最終需要の財別シェア βi，物流センサス等から推計さ

れた地域間交易係数 τ irs を所与として，

min
ts

ε =
∑
r

∑
i

(
Ȳ i
r − Y i

r

)2
(2)

s.t.

Ȳ i
r =

V i
r

a0ir
(3)

Xij
r = aijr · Ȳ j

r (4)

Xij
rs = τ irs ·Xij

s (5)

F i
rs = τ irs · βi

s (Vs + Ts) (6)

Vs =
∑
i

V i
s (7)

Y i
r =

∑
s

∑
j

Xij
rs +

∑
s

F i
rs (8)

を解くことにより，地域 sの代表的家計が受け取る移

転所得 Tsが推計される．ここで，Ȳ i
r は生産額，X

ij
s は

地域 sの中間投入額，Xij
rsは中間投入の交易額，F

i
rsは

最終需要の交易額を表す．すなわち，各地域各産業の

生産額（総投入）と総需要の差が最小となるよう，家

計の地域間所得移転受取額が推計される．なお，実際

の推計においては，所得移転額が非現実的な値になら

ないよう，地域付加価値の一定割合の範囲内に収まる

よう，上限と下限の制約（下限の割合 θl と上限の割合

θu）を設けて推計がなされる．

Vs · θl ≤ Ts ≤ Vs · θu (9)

3. Ishikura and Yokoyama6)の手法の概
要

Ishikura and Yokoyama6) は，小池・伊原 5) と同様

に，詳細地域における産業別の付加価値と詳細地域の

上位レベルで集計された地域産業連関表および，詳細

地域間の交易係数を与件として，地域別代表的家計の

最終需要を推計している．これらに加え，容易に入手

することが可能な詳細地域別人口のデータも利用可能

であることを前提としている．

Ishikura and Yokoyama6)の手法も，地域 s産業 iの

付加価値 V i
s から生産額 Ȳ i

r と中間投入の交易額 xijrsを

算出するまでの手順は同様である．

Ȳ i
r =

V i
s

a0js
(10)

Xij
s = aijs · Ȳ i

r (11)

Xij
rs = τ irs ·Xij

s (12)

詳細地域 sが含まれる都道府県K の競争輸入型地域

産業連関表における最終需要額 F̄K を，詳細地域 sの

都道府県内人口シェアで按分することにより，詳細地

域別の最終需要 Fsを推計する．すなわち，詳細地域 s

の人口を Ps，詳細地域 sが属する都道府県内の詳細地

域の集合を RK と表すと，

Fs =
Ps∑

r∈RK

Pr
F̄K (13)

と想定する．したがって，対象とする多地域経済シス

テム内における財別最終需要の地域間交易は，

F i
rs = τ irs · βi

sFs (14)

となる．

このようにして算出された各詳細地域の産業別生産

と，全ての地域における中間投入需要と最終需要の和

は，一般には一致することはない．この差N i
rは，経済

計算の概念としては，域外経済に対する純輸出（輸出

−輸入）に相当する．実際には，N i
r を財別や都道府県

別に集計しても，国民経済計算や県民経済計算におけ

る輸出入額と一致することは稀であり，交易係数や最

終需要の地域按分における誤差も含まれる．したがっ

て，N i
r を地域 r部門 iで生産される財の対象経済外に

対する純輸出および統計上の不突合の和として見なし，

N i
r = Ȳ i

r −

∑
s

∑
j

Xij
rs +

∑
s

F i
rs

 (15)

と定義する．これを詳細地域の全産業について集計す

ると，当該地域から対象経済システム域外への純輸出

の総額Nrとなり，家計の可処分所得（最終需要）と付

加価値（要素所得）の差にNrを加えた値が，詳細地域

3
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の移転所得受取 Tr になる．

Nr =
∑
i

N i
r (16)

Tr = Fr +Nr −
∑
i

V i
r (17)

4. 基準均衡状態の推計

(1) 推計に利用するデータ

わが国における地域間交通整備政策への適用を念頭

に置き，基礎的な地域間交通データである全国幹線旅

客純流動調査の 207生活圏ゾーンを詳細地域分類の単

位として，SCGEモデルの基準均衡データ推計を行う．

前提条件として，公表されている下記のデータが利用

可能とする．

• 各都道府県の産業連関表
• 各都道府県の県民経済計算
• 国勢調査
• 物流センサス（全国貨物純流動調査）
• 全国幹線旅客純流動調査
いずれの推計手法においても，207 生活圏ゾーンを

地域単位とする産業別付加価値が与件となる．この値

については，各都道府県の県民経済計算より，市町村

単位での産業別付加価値が入手可能であるので，これ

を 207生活圏の地域分類と対応させて集計することで

作成することができる．

投入係数 aijs と最終需要の財別シェア βi
sは，それぞ

れの詳細地域が属する都道府県産業連関表から得られ

る．地域間交易係数の推定は，物流センサスの貨物流

動 ODデータを地域間交易データの代理指標として利

用することで，推定が可能である．旅客交通を対象と

する分析の際には，全国幹線旅客純流動調査を援用す

ることとなる．

本研究の推計において，平成 23年の各都道府県産業

連関表を用いる．それぞれの地域産業連関表の産業部

門分類数は概ね 108部門であるが，全ての都道府県で

統一された部門分類定義はなされておらず，不統一な

部分がある．このため，全国産業連関表の大分類に従っ

て産業部門を 13部門へと統一して集計する．後述する

仮想的な地域間道路交通整備政策シナリオへの適用を

念頭に置き，207生活圏ゾーンから離島地域を除いた

199地域を対象とする．

(2) 地域産業連関表の調整と移輸出入の推計

Ishikura and Yokoyama6)の手法では，最終的に基準

均衡状態として推計されるデータは，対象とする多地

域経済システム（ここでは日本の一国経済）とその他

地域（ROW: rest of the world）を区別し，ROWとの

関係は競争輸入型で表される地域間産業連関表の形式

となる．したがって，その作成に利用する地域産業連関

表においても，国内経済との交易である移出入と，海

外経済との交易である輸出入が分離されていることが

望ましい．しかし公表されている都道府県のうち，29

都道府県は移出と輸出，移入と輸入が分離されて作成

されているが，残りの 18県の産業連関表についてはこ

れらが分離されていない．そこで，宮城ら 7)と同様に，

公表されている平成 17年の 9地域間産業連関表2を用

いて分離した．

すなわち，移輸出，移輸入が分離されていない県に

ついては，各県の輸出率（輸出/生産額），輸入率（輸

入/域内需要）は当該県が属するブロック（9地域）の

輸出率，輸入率と等しいと仮定する．輸出率，輸入率を

それぞれ各県の生産額，域内需要に乗じることで，移

輸出と移輸入が分離されていない県の輸出額，輸入額

を算出し，移出額と移入額はそれぞれ移輸出額，移輸

入額から輸出額，輸入額を差し引くことによって推計

した．

次に，各都道府県産業連関表の県内最終需要計，移

出額，輸出額，移入額，輸入額を 199地域ベースの人

口で按分することで 199地域区分での地域内最終需要

計，移出額，移入額，輸入額を推計する．199地域別の

人口は，総務省統計局より公表されている国勢調査の

市区町村別人口を，199地域を構成する市町村について

集計することで算出できる．

地域内産業連関表の移入は，地域間産業連関表にお

ける他地域からの中間投入と他地域で生産された財の

最終需要に該当する．そのため，地域間産業連関表形

式の最終需要を推計するためには 199地域区分での地

域内最終需要計に移入額を加える必要がある．しかし，

競争輸（移）入形式の産業連関表では，最終需要におけ

る控除項目として移入が負値で一括記入されているも

のの，その内数として中間投入も含まれている．このた

め，本研究では域内需要に占める最終需要の比率（地

域内最終需要計/域内需要）を移入額に乗じることで中

間投入を除いた，最終需要のみの移入額を推計した．

移出に関して，ある地域Aから別の地域 Bへの移出

は，地域 Bから見た場合，地域Aからの移入に相当す

る．そのため一国全体では，概念としては移入額の合計

と移出額の合計は一致するべき値である．そこで本研

究では，移出額の推計値を直接的には用いず，199地域

区分での地域内最終需要計に中間投入を除いた移入額

を加えることで 199地域・産業別最終需要を推計する．

2 公表されている地域間産業連関表として，最新かつ最終の年次
である．
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図–2 推定された可処分所得 (小池・伊原)

図–3 推定された可処分所得 (Ishikura & Yokoyama)

(3) 地域間交易係数の設定

一般的な SCGEモデルでは，政策実施により均衡価

格体系が変化すると財の需要値価格変動を通じて地域

間交易のパターンも内生的に変化するので，地域間交

易が固定的な “係数”によって規定されるような表現は

適切でないかもしれない．しかし，モデル構築にあた

り各種パラメタを設定するキャリブレーションの段階

では，ある均衡価格体系の下で基準均衡状態という固

定された地域間交易パターンを再現するので，ここで

は，推定されたパラメタを用いて表現される地域間交

易シェアを係数と呼ぶ．本研究では，次章で適用する

モデル 8) に合わせて，logit型の

τ irs =
Ȳ i
r exp

[
−λipir (1 + ψitrs)

]∑
u∈R

Ȳ i
u exp [−λipiu (1 + ψitus)]

(18)

により交易係数を与える．推計においては，全ての財

の生産地価格 pri を 1として財の実質量を定義し，生産

量 Ȳ i
r を計測する．

(4) 詳細地域別可処分所得の推計

以上の前処理により，詳細地域別可処分所得の推計

に必要なデータが全て整備される．ただし，小池・伊

原 5)の手法を適用するには，最適化問題の制約条件 (9)

における，所得移転の上下限にかかるパラメタ θ を定

める必要があるが，上記の与件データから合理的に得

ることはできず，ad-hocに決定せざるを得ない．θ が

大きくなると制約が緩和されるため目的関数の最適値

である残差二乗和も小さくなるが，要素所得と可処分

所得が乖離し過ぎることも不自然であるので，大き過

ぎる θ の値は望ましくない．この考え方に基づき，本

分析では θ を変化させながら最適値の残差二乗和の変

化も確認し，θが 0.3を下回ると急激に最適値が大きく

なることから θ = 0.3と設定した．

小池・伊原 5)による可処分所得推計の結果と要素所得

（付加価値）の関係を図–2に，Ishikura and Yokoyama6)

による同様の関係を図–3にそれぞれ示す．これらを比

較すると，小池・伊原の方法では要素所得と可処分所得

の差が小さい，すなわち当期地域間所得移転が少ない

傾向があり，Ishikura and Yokoyama手法ではこれら

の差がやや大きく表れる特性が見られる．要素所得は，

当該地域での生産者活動によって発生した所得（＝労

働や資本の投入への対価への支払い）であること，可処

分所得は当該地域における最終需要への支出（例えば

家計の消費支出）であることを踏まえ，この特性を解

釈する．199ゾーンの中で，要素所得の上位 2地域であ

る，東京区部，多摩（東京都の区部以外）は，東京都を

構成する 2地域であるが，Ishikura and Yokoyama手

法の推計図–3においていずれも 45度線の下方である

ことからもわかるように，東京都産業連関表からも都

内で発生する要素所得よりも，都内で支出される可処

分所得が小さい．つまり東京都内の生産活動で生じた

所得は，制度部門間や地域間の当期所得移転を通じて，

都外の他道府県の最終需要として支出されている割合

が大きい．Ishikura and Yokoyamaの手法では，同様

のロジックにより豊田でも可処分所得が要素所得より

小さく，逆に東京都の近傍である浦和，横浜，相模原

では可処分所得が要素所得を上回っており，地域産業

連関表のデータが持つ特性がより強く反映されている

と言える．

推計された可処分所得が 10兆円未満となる相対的に

小規模な地域における両手法の結果の比較を図–4に示

す．これらの地域では，全体的に小池・伊原の手法に

比べて Ishikura and Yokoyamaの手法の方が大きな値

となっている．ただし，ここで推計した値は，入手可

能な資料から真値を把握することが不可能であるので，

どちらが過大か過小かを判断することができないこと

に留意する必要がある．
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図–4 推定された可処分所得（最終需要支出）の比較

5. モデルを適用した政策効果分析の比較

(1) 前提条件とモデルの概要

前章では，推計手法によって基準均衡データの推計

値に違いが生じることと，その差異の傾向について示

した．推計された基準均衡データの違いが SCGEモデ

ルによる政策分析結果に対して敏感に影響するのであ

れば，分析結果の不確実性も大きく，結果の解釈は慎

重行う必要がある．本章は，二種類の手法で推計され

た前章の基準均衡データを，同一のモデルを用いて同

一の政策シナリオに対して適用し，主に帰着便益地域

分布に注目して結果を比較する．

ここでは，実務的にも適用事例の多い，小池 8)によ

る RAEM-Lightを基礎とするモデルを用いる．政策効

果分析の対象となる政策に関しては，仮想的な交通整

備シナリオとして，鳥取県東部（鳥取市を含む地域）と

対全地域との交通所要時間を 10%削減した「鳥取シナ

リオ」と，東京都区部と対全地域との交通所要時間を

10%削減した「東京シナリオ」の 2つを検討した．これ

らはそれぞれ，人口最小自治体の都市と人口最大自治

体の都市であり，地方部の交通整備政策と大都市部の

交通整備政策を模したものである．

モデル構造の解釈や詳細は小池 8)で解説されている

ので，本稿では概要と小池 8)から変更した部分のみを

示す．モデルが対象とする多地域経済システムは，離

島部を除く日本全国であり，前章の基準均衡データの

定義と同様に 199地域 13産業部門に分類されている．

生産技術は，部門別中間投入と付加価値投入について

コブ・ダグラス型3の技術構造を持ち，付加価値は労働

投入と資本投入がコブ・ダグラス型で合成され，各部門

3 小池 8) はレオンチェフ型を採用しているが，本研究では微分可
能であるため均衡演算が容易なコブ・ダグラス型関数を利用し
ている．これらはいずれも CES 型関数の特殊系であり，需要
シェアが実質値に対して一定（レオンチェフ）か，価値に対し
て一定（コブ・ダグラス）かが異なる．

の中間投入は生産地別の財を合成して構成される，階

層的な構造を仮定している．

各地域の代表的家計は，生産要素である労働と資本

を保有しており，これを生産活動へ供給して要素所得

を得る．これに，当期移転所得の純受取を加えた値が，

家計の可処分所得となり消費支出が行われる．消費以

外の最終需要は捨象される．家計消費の選好は，財部

門間ではコブ・ダグラス型であり，それぞれの部門の財

は生産地別の同部門財による合成財として構成される．

中間投入と家計消費における生産地別財の選択につい

ては，同一の logit型選好（式 (18)）を仮定する．

本研究のモデルは，実際の政策評価ではなく基準均

衡データの違いによる結果比較を目的としているので，

演算の効率化・簡略化のため，いくつかの点で小池 8)

の設定と異なっている．第一に，資本ストックは各地域

内にのみ供給され地域間移動ができないと仮定し，資

本ストックの価格は地域によって異なる．第二に，常

にワルラス法則が厳密に満たされるよう，Ishikura and

Yokoyamaモデル 6) と同様に対 ROWとの収支関係を

明示し，基準均衡時だけでなく不均衡状態でも全ての

超過需要和がゼロを維持するよう設計されている．こ

れらは，いずれも SCGEモデルの前提条件としては一

般的なものであり，計算結果に対して不自然な影響を

及ぼす変更ではない．

モデルの均衡を規定する方程式体系のみを以下に要

約する．地域 r家計の可処分所得Drは，(17)の概念と

同じく，要素所得に地域間当期所得移転純受取 Tr を加

え，対 ROWの形状余剰Nr を差し引いたものであり，

Dr = wrLr + rrKr + Tr −Nr (19)

である．地域 s家計による部門 i財消費の地域 r から

の交易需要 f irs は，

f irs =
τ irsβ

i
sDs

qir
(20)

である4．同様に，部門 j の生産活動における財 iの中

間投入の交易量 xijrs は，

xijrs =
τ irsa

ij
s Y

j
s

qir
(21)

となる．

したがって，財市場の清算条件は，

yri =
∑
s∈R

∑
j∈I

(1 + ψitrs)x
rs
ij

+
∑
s∈R

(1 + ψitrs) f
i
rs

+ nir

(22)

と表される．ここで nir は，ROW に対する純輸出と

統計上の不突合の和の実質値であり，Ishikura and

4 基準均衡データの推計においては，価値変数を大文字で表記し
たが，本章では対応する実質値を小文字で表記する．
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図–5 鳥取シナリオの地域別等価変分の比較
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(b) Ishikura and Yokoyama手法の結果

図–6 東京シナリオの地域別等価変分の比較

Yokoyamaの手法では式（15）より算出された値を，小

池・伊原の手法では式（2）における各地域各部門財の

残差を，基準均衡の均衡価格で除すことで得られ，モ

デルでは固定値として扱う．よって式（19）のNrにつ

いて，

Nr =
∑
i∈I

qirn
i
r (23)

が成立する．

s地域の j 部門における合成生産要素の価格指数を

psvj =
1

As
j

(
ws

αs
j

)αs
j
(

rs

1− αs
j

)1−αs
j

(24)

と表記すると，労働市場清算条件は，∑
j∈I

αs
j

ws
psvj = Ls (25)

であり，資本市場清算条件は，∑
j∈I

1− αs
j

rs
psvj = Ks (26)

と表される．ここで，As
j は生産効率性パラメタ，L

S は

s地域の労働保有，Ks は s地域の資本保有である．

モデルの均衡状態は，地域間所得移転の価値基準を

ニューメレールと見なし，価格変数wr，rr，qirおよび生

産量 yirを内生変数として均衡条件の連立方程式（22），

（25），（26）を解くことによって得られる．

(2) 政策シナリオ分析結果の比較

前節の条件の下で，モデルを鳥取シナリオを東京シ

ナリオに適用し，地域別の便益（EV指標）を計測した．

鳥取シナリオの分析結果比較を図–5に，東京シナリオ

の分析結果比較を図–6にそれぞれ示す．いずれも，帰

着便益の指標である等価変分（EV）に着目したもので

ある．

鳥取シナリオでは，関東以東の東日本において，小

池・伊原の手法で作成した基準均衡データの結果の方

が，わずかに正の便益が大きい傾向にある．しかし，そ

の差は微小であり，全国的な帰着便益分布の特性は概
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ね一致している．東京シナリオの結果に関しては，さら

に相違が微小であり，ほとんど無視できる差と言える．

したがって，本分析の範囲ではあるが，作成された

基準均衡データの差に比べて，政策効果分析結果の差

が小さく，基準均衡データ作成手法の選択に対してモ

デル適用の結果が頑健であることが示唆される．

6. まとめ

本研究は，公表されている地域間産業連関表よりも

詳細な地域分類における SCGEモデル適用を念頭に置

き，分析の基礎となる地域間産業連関表形式の基準均

衡データの推計手法に着目し，複数の推計手法による

差異について検討した．わが国においても詳細な地域

分類への SCGEモデル適用を試みた研究はいくつか事

例があるが，その基準均衡データ作成の手順を正確に

記述しているものは少なく，本研究では追認が可能な

小池・伊原 5)と Ishikura and Yokoyama6)の手法を用

いた．

小池・伊原の手法は，財の生産額と需要額のバランスを

重視し，これらの残差を最小化するよう地域家計の可処

分所得を推計するものである．Ishikura and Yokoyama

は詳細地域が含まれる地域（都道府県）産業連関表の

経済構造情報を重視し，詳細地域人口比による按分に

よって地域家計の可処分所得を推計する概念である．基

準均衡データの推計結果にはこれらのコンセプトの違

いが表れており，特に大都市圏とその周辺部において

差が大きくなった．

これらそれぞれの基準均衡データを用いて，同一

SCGEモデルによる同一交通整備政策シナリオへの適

用実験を行ったところ，帰着便益の地域分布パターン

への影響は微小であり，政策分析結果は基準均衡デー

タの変動に対して頑健であることが示唆された．これ

は，地方都市部における交通整備を想定した「鳥取シ

ナリオ」でも，大都市圏における交通整備を想定した

「東京シナリオ」でも同様な特性であった．
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